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vサ ッチャー リズム・その政策

前項までにおいて述べてきたように、1979年 に登壇したサッチャーリズ

ムは、やがてレーガノミックスと合流して、全世界の経済動向に大いなる「変

革」的作用をもたらしていった。結論的にいえば、無益な、しかも大いなる

転換であった。有害な副作用も少なくはなかった。とりわけ日本にかんして

いえば、有害な不要な方向付けであったといわなければならない。そのサッ

チャーリズムなるものは、前述してきたように、サッチャーという特殊な資

質と当時のイギリス社会に固有の状況の産物であった。状況の特性は、いわ

ゆる「イギリス病」という過剰成熟社会のそれであり、1970年代に固有の

スタグフレーション現象に起因したものに他ならなかった。

当時、壮年期にあり、スタグフレーションの禍からも、総じて免れていた

日本が何ゆえにこのようなサッチャーリズムに感染していったのかは、きわ

めて不可解な政策事象といわねばならない。これらの点については、後述す

るところであるが、まずさしあたりは、その病原体ともいうべきサッチャー

リズムの政策について、検証しなければならないであろう。

サッチャーが当時のイギリスの困難に立ち向かう基本政策は、彼女自身の

いうところによれば、 「1980年代に私たちが実行した政策は、戦後の各政

府が実施した多くの政策とは根本的に異なる目標を追求Jl)し たものとな

った。まさにマネタリズムを基準とする,あ る意味では画期的な諸政策が強

力に推進されていくことになるのである。その諸政策を概括的に示すと、①
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インフレーションの急速な収東、②政府支出の削減と規制緩和、③所得税減税、

④労働運動の制御の4点 にほぼ集約されうる。ここではこれらのうち、主と

して①および②の点について、さしあたり検討を加えておこう。

インフレーションの克服策

なかでも「時間的にも重要度でも第一にくるのは,イ ンフレとの戦い」
2)

であったと、サッチャーはいう。マネタリストを標榜する所以でもある。マ

ネタリスト的には、「通貨供給量が産出よりもかなり高い増加率で増加して

いくときに、インフレが発生する。…この命題ほど、経済学の分野において

確立されている命題は他にはないだろうJ3)と 、総帥のフリー ドマンがい

うところである。はたして,そ れは、それほどまでに「確立された」命題な

のであろうか。またフリードマンによれば、「インフレーションの原因が何

であれ、それは社会にとって不健全な状態であり、早めに手を打たなければ

…社会を破滅に導くことになる」
4)と ぃぅ。必ずそのような単純な引導が

成り立つのであろうか。

フリードマンの念頭には、「第一次大戦後、ロシアや ドイツに超インフレ

が発生し、一一そのような超インフレのために、ロシアにおいては共産主義が、

ドイツにおいてはナチズムが台頭する土壌が提供されることとなった」
5)

といった記憶がこびり付いていたようである。しかし、たとえば太平洋戦争

後の日本のケースなどを垣間見れば、いささか異なった成り行きも浮上する

のではないか。やはりそこでも超インフレーションが発生したが、その過程

で戦中の巨額の負債が完全に目減 りし、それをスプリングに奇跡的ともいわ

れた高度経済成長へ離陸したのではなかったか (なおこの戦後の日本のイン

フレーションとその対策については後章において詳細に記述)。 フリー ドマ

ンや彼を師と仰ぐサッチャーのように、極度の社会主義・全体主義嫌悪の視

点からのみの結果論は、いかがなものであろうか。さらに社会悪をインフレ
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―ションに一元化することの是非も問われるところである。

同じくサッチャーが師事するハイエクにいたっては、「福祉国家の主要な特

徴のどの一つをとってみても、…インフレーションを助長する傾向がある」
6)

と、社会保障にまでインフレーションの罪を擦 りつける。そこには社会保障

=社会主義的という思考構造が根底にあるといえよう。すでに前稿で述べて

きたように、サッチャーが強調した自助努力に反するものとしての社会保障

であり、それは政府支出の不要な増大となって、インフレーションの要因と

なるという論法である。そこでは旧態依然たる過去の資本主義への憧憬が吸

着しており、1930年代以降、修正を重ねた現代資本主義への理解が、まっ

たく乏しいというべきであろう。

結局、プロットはフリー ドマンがアメリカに例をとって,次のように述べ

るところにつきる7)。

通貨供給量の過剰な状態と、これを原因とするインフレとは、政府によ

って発生させられるということだ。アメリカの過去約十五年間において

発生した通貨供給量の加速度的な成長は、三つの相互に関連した原因に

よって生した。第一は政府による財政支出の急激な増大であり、第二は

政府による完全雇用政策であり、第二は連邦準備制度によって行われて

きた誤った金融政策だ。

ここにきて明瞭なのは、単なる貨幣供給量云々という以上に、ケインジア

ン的な処方箋に対する根深い批判的対決となっている点であろう。したがって、

マネタリズムの処方箋は、 「インフレーションの解決策は唯一、貨幣増加率

を低下すること」
8)にあるという主張はいうまでもないが、それはまた「苦

しい副作用を必ず伴う」
9)こ とも不可避のものとなる。それゆえに、ケイ

ンジアン的に志向してきた完全雇用達成策への全面的な否定に向かわざるを
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えないものとなる。それはむしろ意図的なものであった。このように深刻な

副作用が予想される施策を実施するのは、さほど容易なことではないはずで

ある。フリー ドマンは、この点について以下のように言及していた10。

通貨供給量増加率を減少させさえすればインフレは克服できるという、

インフレ治療薬がはっきりしているというのに、では、これを実行する

のがどうしてそれほど困難かといえば、通貨供給量の低下という治療策

を開始すると、まず最初に現れるその効果といえば雇用の減少であり、

失業の増大であるからである。

フリー ドマンは、以上に加えて、 「インフレーションを終息させる方法に

ついては、技術上の問題は存在しない。実際の障害は技術的なものではなく

政治上の事柄である」
H)と

も指摘していた。まさにこのような不人気覚悟

の政治力の如何が問われていたのであった。ここにきて 「鉄の女」といわれ

たサッチャーが、ときを得て登場したのであった。サッチャーは自伝に"

FirlTl control of the Money supply was necessary to bring down

iniationHlの と書いている。まさに「確乎たる」インフレ抑制策をスター ト

させたのであった。

そのサッチャーのインフレ抑制策は、「通貨供給量を厳しく抑制すること

が必要」
13)で

ぁるのみならず、さらに「富を創出する民間部門の負担を取

り払うために、公共支出と借り入れも削減しなければならなかった」
14Lと

、

当人がいう、いわゆる「小さな政府」への志向が明瞭でもあった。アンチ・

ケインジアン的な政策の推進となる。貨幣供給量の増大は、先にも触れたが、

フリー ドマンがいうように、まさに「ますます増大してきた政府による企業

に対する介入とか、これらの政策がすべて、いっそう増大する財政支出と、

通貨供給量の急激な増加を伴ってきた」
19と いう認識に立っていた。もっと
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もフリー ドマンの場合は、「政府の財政支出が増大しても、もしもこれによる

余分の支出が税金か国民からの借り入れによってまかなわれるならば、通貨

供給量が高率で増大したリインフレが発生したりするようにはならない」
1°

ともいっていた。ゆえに財政支出に赤字公債依存という媒介がなければとい

う条件提示という点では、ハイエクなどからは、ケインズとフリー ドマンは

類似視されもした。ハイエクは晩年に
「
私が一番後悔しているのは、ケイン

ズの貨幣論の批判を再開できなかったことではなく、 (理論は予測に役立て

ばよい)ミ ル トンの危険な方法論を攻撃する機会がなかったことだ」といい

残しているという指摘す らある17)。 この点ではサッチャーは、よりいっそ

うハイエクに近い政策を選択することになるともいうことができる。

サッチャーの「政策の核心は、あくまでもデフレであり、失業増なのである。

それは貨幣政策の面では,マネー・サプライを削減し利子率を押し上げるこ

とによって、財政政策の面では公共支出を削減し税制をいじることによって

達成されうる」
18)と ぃゎれるところである。師と仰ぐフリー ドマンとも,

微妙に異質な政策ではあった。したがつて、そのインフレーション克服策は、

また"Cutin public expenditure and borrowing were needed to lift the

burden on the wealth― creating pr� ate sector'10(富 を創出する民間部

門の負担を引き払うために、公共支出と借り入れの削減も必要であった)と

いう方向のものとなる。

にもかかわらず、そのような結果は即効性を必ずしも持たなかった。カル

ドアがいうように、まずはサッチャーの「政府は政権を担当した初年度に、

インフレ率が 2倍になるのを容認」
20する結果にすらなったのである。

逆に当然のように、不況が深まり、1981年 には失業者が早くも200万人を

突破した".Unemployment soars up to 2m as recession deepens"21)と

イギリスの各紙は、なべて、けたたましく不況の深化による失業の増大を非

難して報じていた。しかし、サッチャーの荒療治は、しだいに効を奏し、そ
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の中期金融財政戦略が、 「経済政策のもっとも重要な柱となっていた1981

年から86年の間に、インフレ率は80年 5月 に記録した21.9%と いう高水準

から大きく鎮静化し、86年の夏には2.4%ま で下落した」
2の のであった。あ

まりにも大きい犠牲のうえでの一応の安定ではあった。このような奏効を、

手放しに称賛しうるのであろうか。史上最大といわれるほどの失業者を生む

不況を招いてまでも強行すべき政策であったのか。サッチャーのような特殊

な酷薄さなしには実施されがたい施策である。

政府支出の削減と規制緩和

サッチャーが掲げた次なる政策は、財政規模の縮小と規制緩和の促進であ

った。これこそは、いわゆる「小さな政府」への積極的な志向を意味した。

まさにサッチャーの私淑したハイエクの思想的系譜につながる政策思想である。

それは、まず国有・国営産業の民営化の実施であった。そこで、その根底に

ある理念が、あらためて問われよう。

サッチャー政府の発表では、民営化の推進は、'To make the nationalized

industries lnore efficient and responsive to the needs of the taxpayer

and the customer and mord20(国 有産業を納税者や消費者などのために、

より効率的で責任あるものに改革する)というのが公的な目的であった。ただ、

「イギリスにおける民営化政策は、政治的・イデオロギー的色彩が強」
20

いものであった.サッチャーは、労働党がとってきた方針を、国有化・国営

化=社会主義と捉えており、民営化は反社会主義的な政策と意識されていた

ものに他ならなかったわけである。サッチャーは、「国有企業のプライバタ

イゼーションを、一般に社会主義を阻止する手段として導入した」
2Dと も

いわれるところである。

労働党の国有 。国営化政策が始動したのは、第二次大戦後、同党が10年ぶ

りの大勝利によって「ケインズ=ビバリッジ政策が展開された」
2の ことに
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発している。したがって、当時、「労働党が指向していたのは社会主義への

道ではなくて現実的な対応策を中心とするもの」
2つ でぁったとも考えられ

るのであるが、しかし、それは、やがて体制内的社会主義達成の手段から目

的そのものへとなって定着していく。ハイエクがいうように「すべての社会

主義運動の共通の目的は、『生産・分配および交換手段』の国有化であって、

それゆえ、すべての経済活動は、ある社会的正義の理想に向かう一つの包括

的な計画にしたがって指導されることになる」
281と 理解されるようになっ

ていく。

そこにはいろいろな意味での認識の混乱が混在していた。第一にはマルク

ス的な社会主義という過渡期に採用される生産手段の社会化を、国有化と同

列視したソ連型社会主義のマルクス主義への誤認を、アプリオリに肯定した

議論のすすめ方であった。この誤認がハイエクに誤認として理解されていな

かったのは,現実的に無理からぬものであった。当のマルクスにあっても、

社会化の具体像は、せいぜいコンミューン所有化程度にしか想定されていた

にすぎず、きわめて明確性を欠くものであった。社会化=国有化というソ連

型社会主義における混同も,あ る意味では不可避であったともいいうる。生

産手段の社会化というマルクス的社会主義は、本来的に茫漠としたものに過

ぎなかった。あるいは単なる理想ないしは夢想であったのかもしれない。

ただ、マルクスは国家廃上を心底においていたから、ソ連型社会主義のよ

うに、国有化が単純に官僚国家=統制国家という結合のイメージに結果する

ことは、まったく考慮の外のことであったと思われる。この点はレーニンま

では、なおまったく忘却されていたというわけではなかった。レーニンの『国

家と革命』などは、究極の課題としての国家の廃絶を説いてはいた。しかし、

レーニンは、政権奪取後は、いわゆるプロレタリア独裁を主眼とし、その名

のもとに国家統制なかんずく思想統制を極度に強化したから、国家の否定論

などは、ただちに遠のいていった。とりわけ初期に政権を共有したアナーキ
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ス トにまで、ただちに思想弾圧を強化 したか ら、アナーキス トの真面目たる

国家◆政府の廃絶という理想論とは,早急に懸隔を広げていったのである。

結局、マルクスの説いた国家廃止論は、現実性を保障されたものではなく、

画餅のように、拶い夢想に終わっていくのである。要約すれば、マルクス的

には固有の哲学的基礎による弁証法的展開の結論としての完全な自由世界実

現の彼方に描かれた国家廃止論が、まず、すべての原点ではあった。その実

現を志向するとして登場したロシア革命は、資本主義にすら未到達の後進社

会に、強引に接ぎ木された社会主義の実現を演じて見せようとしたが、極度

の後進性のゆえに前提をなすべきデモクラシーや生産力水準を欠いており、

国家の廃絶どころか、むしろ国家権力の強化に帰結していった。生産手段の

社会化を国有 。国営化と、意図的にか、不作為にか錯覚し、プロレタリアー

ト独裁の名のもとに、それを推進していったわけである。この国有国営化は、

初期的には後進国の生産を刺激して一定の成果をもたらしさえした。とりわ

け資本主義世界が1920年代末から1930年代にかけて、未曾有の不況に呻吟

していた時期に、この一定の国営化された生産の上昇振 りは、そのまま社会

主義の魅惑のごとくに喧伝され、社会化=国有。国営化の錯覚を増幅してい

ったといえよう。

それはしかし、あくまでも仮想の成功にすぎず、国営産業は、徒に低生産

性と官僚制の欠陥を露呈していった。ハイエクは、憎悪をすらこめて、「幻

滅をもたらす役割を果たした主要な要素は、おそらく三つあろう。すなわち、

生産の社会主義的組織が、私企業よりも生産的でないどころか、はるかに劣

るという認識が進んだこと。より大きな社会的正義に導くと考えられていた

ものをもたらすどころか、社会主義的組織は、新しい専断と以前よりも免れ

がたい階層秩序を意味するという認識が一段と明白になったこと。そして約

束されたより大きな自由の代わりに、新たな独裁政治を意味するであろうと

いう実感である」
2"と

強調 し非難 した。あたかもその初心は、社会主義信
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奉者のごとくにである。

にもかかわらず、社会主義=社会化=国有・国営化の錯覚された幻想は、

固定観念化していつた。社会主義者にあっては通念化して、さらにソ連型社

会主義には否定的な社会民主主義者にすら、同じく通念として政策目標化し

ていった。イギリスのように,社会民主主義が政権政党化した国では、それ

が過剰なほどに実現し、それに反発するハイエクなどの反社会主義者の格好

の攻撃目標となっていつた。この目標がサッチャー政権によって、 「小さな

政府」への志向として方向付けを与えられることになったわけである。それ

までは一般に歴代保守党政権すら非国有化に遠慮がちであつて、せいぜい「今

世紀をつうじて、国有化問題はイギリスにおける『政治的フットボール』」

30)と ぃゎれるほどの問題であつた。サッチャーによって、このような遠慮

をも排除して、真っ向から「小さな政府」の実現をめざすものとして、国営

化解消に積極的に挑戦していくことになったわけである。

サッチャーの場合には、上述のような反社会主義からの国営化路線忌避に

加えて、国営産業に依拠する労働組合運動の弱体化も、つまりいわゆる「イ

ギリス病」の克服も視野に入っていた。この点は、後述する日本の国鉄の民

営化とも共通した政策であつた。いずれもイデオロギー意識過剰な対応であ

った。さらに加えて、イギリスの場合には「直接には財政収入を重要な目的

とするものであった。だがそれは、何よりもスタグフレーションなかんずく

過剰生産力問題が深刻化したなかで、サッチャー政府が推進した構造調整路

線の一環として捉えられるべきであろう」
31)と ぃぅことになる。したがつて、

「『意識的な失業者創出政策』であつた」
3"と ぃぅことでもあって、「民

営化政策こそ、それを直接的な意味で担うものであった」
33)と もいいうる

のであろう。
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民営化の推進

サ ッチャー政権が、本格的に民営化 に着手 したのは、1979年 10月 か らで

あったが、その当時、イギリスの国有企業は 「基幹産業を中心に二十二業種、

総数千百社を超え、従業員二十五人の置時計メーカーといった産業界の底辺

にまで及んでいる。むしろ国有化されていない業種をあげた方が手っ取り早

いくらいで、現在では銀行 。保険、海運、建設、石油化学などが民間産業と

して残っているだけ」
30と ぃぅ現状にあった。それは「国有産業には、170

万人と、労働人口の 7パーセントが、従事するようになり、全生産額の10パ

ーセントが国有企業で生産」
35)さ

れるというものであった。これは上述し

てきたように、いかにも擬似社会主義の理念の体現というものでこそあった。

これらの「国有産業は巨額の損失を出していた」
3の

ともいわれるが、し

かし、リアルに実態をみると、 「赤字が巨額にのぼっていたのは、経済の管

制高地に位置する企業ではなく、石炭をほぼ掘 り尽くした炭鉱など、時代後

れの産業だった」
37)と

もいいうるものであった。したがって、民営化の強

行は実際には、それほど説得力をもちえず、前述したように、保守党をもふ

くめて、「79年の総選挙の前にはあまりに過激な政策だとみられてもいた」
30

のであった。サッチャー政権の民営化強行は、やはり、かなリイデオロギッ

シュなものであったといわざるをえないのである。

かくしてサッチャー政権による確信に満ちた民営化が軌道にのっていく。

1979年 10月 からスター トした非国有化の、その大規模な民営化の第一号に

なったのは、国営電話事業の分離によるブリティッシュ 0テ レコムの設立で

あつた。同社が現実に民営化を達成したのは、1984年 11月 であり、プリテ

ィッシュ・ガス、英国航空、ブリティッシュ・スティールが、それにつづいた。

かくして、すでに1992年 には 「かつての国有企業のうち三分の二が民営化

され…九十万人の従業員をかかえる四十六の大企業が民営化され」
39)る に

いたっていた。荒療治であった。

-110-



戦後経済政策の漂流 (2)

この荒療治によって、とりわけ、問題となったのはガス・電力・水道などの、

基本的な公共サービスの提供が民間企業に任されることになったことであった。

それは、 「コス トがかかっても国民全体にサービスを提供することが使命で

はなくなり、収益性が判断の基準になった」
40)と ぃぅ変化を意味するもの

であった。いわば現代資本主義の修正された特質ともいうべき公共性のコス

トが忌避されて、古典的な資本主義への回帰がすすんだのであった。ハイエ

ク流の哲学に帰依したものであったが、はたして、この時期にあってケイン

ズ的な配慮が、もはや不要になったといいえたのであろうか。とくに冷戦の

終結による緊張の弛緩が、このような配慮の破棄をすでに許容されるべき状

況といいえたのであろうか。大いに疑間を残しておきたい。

ナショナルミニマム化していた公共性の乱暴ともいうべき廃棄が、新たな

構造的問題を生じさせないのであろうか。このような資本主義の原初への回

帰は、原始資本主義に固有の腐朽のようなものを、再度呼び起こすのではな

いのか。すでに数十年間にわたって通念化していた市場と国家の相互依存性

の崩壊が、かくも容易に許容されうるのであろうか。新たな不安の多発化し

やすい社会現象を覚醒させる結果に通じるのではないのか。社会主義の自己

崩壊という敵失を、資本主義の完全勝利と短絡したところに、根本的な陥穿

が待機しているのではないのか。サッチャーリズム以降の経済の金融操作ヘ

の宗教的帰依ともいうべき虚構性と、それへの過度の依存性がもたらす諸現

象が、その一端を象徴しているかのようである。俗にハゲタカ視されるステ

ィール・パー トナーズなどの諸々のファンドの、あくなきビヘイビアがもた

らしている生産的資本主義そのものの劣化の進行などが、さまざまな問題を、

すでに提起しているようである。それは、いわば人間性自体の崩壊のような

原罪にいたる陥穿であるのかもしれぬのである。
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�サ ッチャー リズムの「成果」

以上、サッチャーの経済政策について、批判的に検討してきたが、サッチ

ャーの首相在位中に、よかれあしかれ、イギリスは、顕著な変化を経験した。

まず、すでにふれたように、その徹底したインフレ克服策によって、さすが

に物価上昇率は鎮静化していった。サッチャーが首相に就任した1978年 に、

消費者物価は8。 3%と いう先進国G7中第 4位の上昇率であって、就任後の

80年 には、逆に18。 0%と 、さらに騰貴し、G7中第 2位の高率となったが、

さすがに81年からは安定し始め、87年には4.2%の騰貴にとどまった。しかし、

それでも第 3位の高さではあった。因みに87年 の日本のそれは、-0。2%で、

7先進国中の第 7位であった
41)。

一般化しうる経済実績でも、確かに好転はした。たとえば、「日本と並んでイ

ギリスは、1973-89年 で一人当たりGDPの 実績が良好なものへと転化」
42)

したと、桜井幸男はいう。1979-87年の実質GDP成 長率でみると、1.8%

で 7か国中5位であったから、桜井がいうほどには顕著な上昇とはいえないが、

73-79年 のそれが 1。 5%であったのに比べると、少々は上昇していたことに

はなる43)。 「成果」の一端といってもよいであろう。それらの成果の基礎

には労働生産性の上昇もあった。1974-79年 に、イギリスの労働生産性は

1.1%で、G7中最下位であったが、1986-88年 には5。 6%と 、日本を抜い

て トップに立った44)。 この点でも成果を誇りうるのかもしれない。

しかし、以上のような 「成果」が、本来的な経済的達成のそれであったか

否かは、必ずしも保証されたものとはいえないものであった。「生産性上昇は、

通常考えられる投資拡大→産出高増→生産性上昇というメカニズムではなくて、

産出高停滞→雇用者の減少→生産性上昇というメカニズムを媒介に起こって

いる」
4"と ぃった類のものであった。たしかに「1973-92年の20年をとる

とイギリスの製造業産出高はわずかに1。 3%増加したに過ぎず、…他方、同

じ20年の間にそれは、日本では68。 9%、 イタリアで68。 0%、 アメリカで
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55。 2%、 ドイツで32。 1%そ してフランスでも16.5%の 増加を示して」
40ぃ

たのであった。

これらの背景には、まずサッチャーによって強行された種々の「労働改革」

があった。サッチヤーは、すでに述べてきたように、その資質上のものといっ

てもよいほどに労働運動を敵視していた。首相就任時から「私たちは皆、労働

組合が手中にしている力と特権は大きすぎるということで一致していた」
47)

という。イギリス経済の最大の二つの癌であると、サッチャーがいう「国家

企業による独占と労働組合による独占…このふたつを打ち破るには、宣戦を

布告しなければならない」
40と ぃぅのである。

就任後いち早く雇用法が制定されて、 「組合員であることが雇用の必要条

件になるという意味でのクローズ ドショップ制の見直し 組合の重要決定を

郵便による全員投票で行なうこと 争議に直接関係ない企業にまでピケを張

るいわゆる第二次ピケの制限」
49)な どが実施された。労働組合法も改正さ

れていったのである。これらの結果、労働運動の弱体化が急速にすすんだ。

かくして、まず1990年には 「労働争議による操業停止件数は1935年 以来最

低の数にとどまった」
50)と ぃぅ実績が示された。同時に「労働組合の労働

者組織率はかつての50%か ら35%に低下した」
51)の であった。

労働者の賃金についても、サッチャーは、 「行き過ぎた賃上げの例を探し

求めて公表するように指示した。このような賃上げは物価をつり Lげて競争

力を失わせ、雇用に打撃を与えていた」
勁 と考えていた。この間にイギリ

スの雇用者数は1978年の662万 人から90年 には460万人へとり 、31%も減

少した。失業者数は同じく78年の138万人から86年に329万へと増加し続け

たあと、87年からようやく減少に転じた。しかし、この時期には規制緩和策

がすすめられ、「労働のフレキシビリティの実現が大きく進展しているため、

テンポラリー職の増加やフルタイムからパー トタイム労働への代替は賃金の

低下となる可能性が高い」
50と ぃぅ指摘も否定できないものであった。
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結局、 J・ ミュエルバウアーがいうように、 「失業の増加と政府の労使関

係政策によって労働組合が弱体化し、…その結果新しい技術や柔軟な労働慣

行の導入に対する労働者の抵抗が弱まることで生産性は上昇した」
50と ぃ

う「労使関係仮説」が当を得ていることになるのであろう。

加えて、この時期のサッチャーの一定の「成功」には、北海油田による石

油輸出国への転換やアルゼンチンとのフォークランド戦争なども、かなり大

きな要因に加えなければならないであろう。前者は国際収支の好転の一因と

なって、イギリス経済を潤したのであり、後者は反サッチャー=反政府的な

ムー ドを大きく変化させて、サッチャー政権の延命に寄与する結果をもたら

したのであった。このような撓倖にも恵まれてサッチャー政権の負の部分は、

かなりに帳消されて、実態以上の評価を得てきたわけである。

�i「 レーガノミックス」

1980年H月 の選挙でアメリカ大統領にレーガンが勝利した。このレーガ

ンの推進した一連の政策は、レーガノミックスと呼ばれるようになった (当

初から「主として民主党サイ ドの批判者から『レーガノミックス』 (レーガ

ン式経済学)と冷やかされた」
50と

もいう)。 81年 2月 25日 、ワシントン

に駆け付けたサッチャーは、「お互いフリー ドマンの弟子だ」といって握手

した。マネタリス ト的な思想を、両者が共有していたことは、ほぼ確実なこ

とであろう。世界の経済政策に与えた影響の点では、サッチャーよりも、む

しろレーガンの方よりが大きかったかもしれぬが、すでにやや詳細にサッチ

ャーリズムについて検討してきたので、レーガノミックスについては、重複

もあり、やや簡単に検証することとしたい。

西部劇の俳優出身という、この異色の大統領は、当時の仏大統領ミッテラ

ンによれば、「彼は愛想がよく陽気な常識人だ。…彼には二つの宗教がある。

自由企業と神、キリス ト教の神だ」
5の とぃぅことになる。レーガンは経済
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学士号をもった最初の大統領であつたが、 「経済学にはめっぼう弱く」
581

などといわれもした。レーガンはイリノイ州タンピコの出身、「雑貨店の上

の小さなアパー トで [生 まれ]彼の父はそこで靴を売っていた」
59と ぃぅ。

必ずしも恵まれた環境ではなく、自身の回顧するところによれば、「父は熱

情的な個人と勤労者の権利を信じる一方、既成の権威を疑いの日で見た…私

は父から勤勉と野心の価値、それにたぶん、ささやかながらも物語を聞かせ

るすべを学んだ。そして母からは祈 りの価値と、いかに夢を持ち、またいか

にしてそれを実現できると信じるかを学んだ」
60)と ぃぅ。サッチャーの場

合について検討したのとは少し異なるが、やはり「健全」な慎ましやかな、

やや下層のアメリカン・ ドリーム漂う雰囲気を放つ環境で夢を育んだといっ

てよいだろう。サッチャーとも、ほぼ類似した上昇志向を貫いたのであろう。

前述したmeritocracy的 な階層感覚もかなり共通していたとみられる。

このような 「レーガンの思い出の中では、彼が若い頃、少年や少女は限り

ないチャンスを未来に持っていた。しかし、最近は個人の意欲や企業の活力

は高い税金と政府の規制で窒息しているとみえるのだった」
61)と ぃった思

想をもつようになる。長じては「大恐慌以後と第二次大戦以後の苦しい時代、

生れ故郷の中西部から出て、彼は自分の信念を形成する。物知り連中が必ず

しも心よからず思いながらも認める伝統的価値、神と家庭への信頼やアメリ

カ的な正か邪かの愛国心、将来に対する楽観、一生懸命働けばそれなりの報

いがあるという確信」
62)を

抱くようになり、 「キリス ト教団体運営の保守

的なユリーカ大学」
63)に

学ぶ。個人の努力による自立をこそ尊しとする思

想が出生の系譜からも信念となっていたのであろう。

かくして、まず1964年の大統領選挙戦で 「バリー・ゴール ドウヲータの

スポークスマンとして政界に登場」
60する。それ以降、レーガンは「一貫

して一つの主張を唱えつづけてきた。政府は、その時代がかかえる問題の解

決手段であるよりも原因でありがちだという主張である。64年 10月 の全国
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向けテレビ演説でレーガンは、農業助成金やTVA(テ ネシー渓谷開発局)、

都市再開発、社会保障局、対外援助、各種の政府規制、累進所得税といった、

これまでの政治的には揺るがないとみられていたものを含む広範囲にいたる

連邦プログラムを批判した」
6助 のであった。いわゆる「小さな政府」の主

張を、やはり政策思想の基調としていくことになるわけである。

「小さな政府」への転換が、あたかも改革的なものであるかのように、喧

伝されていくのであるが、その思想・主張からして、 「1920年代以降最も

保守的な大統領」
60と ぃぅべき政策の展開でもあった。ただ、 「ロニーほ

ど楽天的な人を私は知 らないJ67)と 妻のナンシーもいうように、その人好

きのする性格と適度の雄弁で人気をはくし、選挙演説等では、 “Are you

better off now thal■ yoll u7ere four years ttp?''68)と 、間t/1か けること

を常とした。

レーガンの登場した1980年 ころのアメリカの 「経済成長率は73年以後急

速に鈍化 し、80年 にはマイナスだった。…消費者物価指数は、…80年 には

約12%に まで上昇、失業率は 7%以上へと上昇した。連邦支出は、65会計

年度には対GNP比 17.9%だったが、国防支出の比率が低下したにもかかわ

らず、81会計年度には対GN P22.2%に 増大した」
6"のであった。いわゆ

るスタグフレーションに陥っていたのである。また 「1981年 1月 、金融市

場はパニック状態寸前だった。消費者物価指数はそれまでの12カ 月間に11。 7

%上昇、プライムレー ト|ま最高21.5%を 記録、 ドルの為替レー トは80年の最

低記録からほんのわずかに回復しただけだった」
70)と 、金融危機にも陥り

つつあったわけである。

ス トックマンが
「
彼の時代が到来した」

71)と ぃぅような期待の中でのレ

ーガンの登場であつた。1980年 の選挙戦において、レーガンは 「現在のア

メリカ政治 (お よび経済)の病弊を三つあると指摘…政府の底抜けの支出、

高すぎる税金、それに統制過多である。このような『ビッグ・ガバメント (肥
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大政府)』 への対症療法はあるか ?J72)と問い、 「真の敵はビッグ・ガバ

メント (巨大政府)だ」
70と 、叫んでいた。

そのレーガンの経済政策は、基本的にはマネタ lリ ストのそれであり、加え

てサプライサイダーズの影響が混滑していた。レーガン政権は、「金融政策

を総需要とインフレ率をコントロールする主要手段として認めた初めての政

権だった」
70と ぃゎれるところである。その金融政策について 「当初方針

を起草した主要人物は、ミル トン・フリー ドマンとベリル・スプリンケルだ

った。フリー ドマンは、かねてよリレーガンの非公式のアドバイザを務めて

おり、のちに大統領経済政策諮 Fnl会議 (PEPAB)|こ 加わった。フリー ドマ

ンの教え子であり銀行幹部エコノミス トであつたスプリンケルは、財政省金

融問題担当次官に任命された」
75)と ぃぅことで、文字どおリマネタリス ト

の政策を推進したのであった。とりわけ「フリー ドマン博士は、…レーガン

陣営の経済問題担当者グループの中では、記念碑的存在であり、レーガン自身、

自分の主張を権威づけ、相手に信用させる必要がある時は、しば lノ ばフリー

ドマン博士の登場を願って」
70き

た関係にあった。

それはとりもなおさず、「過去30年間にわたって支配的であったケインジア

ンの政策観からの脱却」
7の を意味していた。したがって、「財政政策が経済に

影響を及ぼす主たる手段だというケインジアンの考え方をとらなかった」
70が

、

彼のいうケインジアンとは、 「富の再配分を主張する労組主義者、経済危機

を大公共事業計画と赤字財政政策で解決しようとしたケインズ学派、国有化

を唱道したマルクス主義者J79)ら をなべて 「左派勢力Jと 同列視するとい

った、きわめて単純な乱暴な 「右派」的な世界観による偏見を多分に含むも

のであった。ケインジアンにたいする、このような誤解という点でも、サッ

チャーのそれと共通していたのである。

ここで以上のようなレーガンの思想状況を前提として、いま少しレーガノ

ミックスの政策内容に踏み込んでおこう。すでに若干ふれてきたが、アメリ
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力経済の当時の停滞の原因は、レーガンによれば、まず以下のようにまとめ

られる80。

政府の経済政策の失敗が招いた高インフレーションと、歴代の民主党政

権が推進してきた福祉政策による勤労意欲の低下、高い租税負担による

貯畜 。投資意欲の減退、政府の無用な規制による生産効率の低下、等に

求められる。従って、これらの基本的な原因を経済システムから取り除

かなければ、アメリカ経済の再建は望むことができない。

そこで、これ らの当面の問題の解決策として、レーガンは、就任早々の

1981年 2月 18日 の上下両院合同会議において、新 しい「経済再生計画 (

Economic Recovery)」 を提起した。その演説のなかで、レーガンは、ま

ず 「われわれの本質的な強みについては何ら問題はない。アメリカ経済の基

礎となっている人的資源・技術資源・天然資源の崩壊は起こっていない。…

われわれの確信の欠如のために、また (ケインジアンが行ってきたような)

経済を微調整することによって、われわれの好みに最もよく合った (人為的な)

調整ができるという (誤った)信念のために、われわれは失敗してきたにす

ぎない」
81)と

述べた。初期資本主義時代への憧憬とでもいうべきか。ケイ

ンズ革命への強烈な忌避感が確信となっていたのである。

まず着手したのは、やはリインフレ抑制策であったが、ナンシー夫人が聞

いていたというように、レーガンには「インフレはわれわれの経済政策をゆ

がめ、倹約を無意味にし、必死に生きている若者や収入の限られている老人

をおしなべて打ち砕く」
82)と ぃった、きわめて素朴な善意からのインフレ

悪論があった。彼はインフレーションこそが悪の根源と訴えて当選したので

もあった。 “Inflation elected Ronald Reagan in 1980"83)と さぇぃわれ

たのであった。彼によって 「マネー・サプライを重視した金融政策によリイ
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ンフレ抑制」
8の がすすめられ、通貨供給量の低減が思い切って促進された。

このようなマネタリズムの処方箋によって、「インフレは鎮静に向かったが

・… [反面]失業者は1000万 人を超えて、10。8%と 戦後最高を記録する」
8"

にいたった。サッチャーのそれについてみたのと、まったく同様の結果を招

いたわけである。マネタリズムの処方箋では、インフレは抑制しえても、や

はリスタグフレーションの根治策ではありえなかったのである。

次にレーガンの政策のなかでも、もっとも特筆すべきは、減税政策であった。

そのいきさつを物語るのは、ラッファー曲線との出会いであった。それはレ

ーガンがまだ知事の時代のことであった。レーガンを担いだケンプによれば、

J.ワニスキーとラッファーを同道して 「勇躍して現地に乗りこんだ…―行

はレーガンと数日をともにし、金本位制、減税、供給重視理論、経済成長など,

メニュー全般を話し合った。レーガン知事は、熱烈に反応した。そして、ラ

ファー曲線に直観的『感触』を得た」
80と ぃぅ。ラファー曲線に魅入られ

た素朴なレーガンがそこにいたのであった。

HoSmithら によると、ラファー曲線については、およそ次のように説明さ

れている8つ 。

鐘のような形をしたこの曲線は、税率がゼロの時の税収はゼロ、税率が百

パーセントの時の税収はゼロとし、その両極の中間のどこかに、最大の税

収入が可能な点があり、そこを過ぎると税率は上がっても税収は減るとい

う現象が生じることを示している。ピーク点の左右には、税率が低い方が

望ましいのは当然のこと、それにより、生産は拡大し、経済全体に対する

政府の介入度は減 り、供給側経済が狙う、政治経済両面の目的が達成され

るということになる。

この曲線は、一見明解にみえ、単純な帰依を生じやすいが、ただし、その
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カーブのもつ意味自体が、量的には不確定であって、その点からすれば、結局、

常識的なようで、ほとんど現実の有意味性をもたないといわなければならな

いものであった。 レーガンが盲 目的に、このカープに獲 りつかれたのにはレ

ーガン自身が 「ワーナー・ブラザースの全盛時代、私は課税区分が94%の グ

ループの中にいた。…自分の稼いだ 1ドルのうち私が手にするのはわずか 6

セントだけで、残りは政府がもっていってしまうことになる。…収入のこれ

だけ大きな割合を税金として失うことになると、働く意欲は減退される」
8鋤

と、回顧している素朴な経験にも符合し、依拠したものであった。

したがってレーガンの減税政策の狙いの中心は、とりわけ累進税の解消化

にあった。やはり「特に累進税は人々の貯蓄意欲したがってまた勤労意欲を

阻害するため、必要な投資資金に向けられるべき貯蓄を低下させ、労働意欲

を退化させて、経済の生産性を損ないがちである。したがって、現代のアメリ

カのスタグフレーションからの脱却の場合のように、生産性の向上が必要条

件とされる場合には、このような目的から減税が行われなければならない」
89

というのであった。かくして最高税率は70%か ら28%に 一挙に引き下げら

れた。サッチャーが初期に83%か ら60%に引き下げたのをすら凌駕するも

のであった。これらの減税思想には、やはり富裕層のインタレス トヘの考慮

を優先したスタンスが否定できない。一般的な勤労意欲の向上のためとカム

フラージュされてはいるが、本来、累進課税の導入には、政府による所得再

配分機能の強化という現代資本主義の基本的な要請が課されていたはずのも

のであった。

その他、個人所得税や法人税の軽減もすすめられた。個人所得税は毎年10

%ずつの減税が約束された。法人税については固定資産の減価償却期間の大

幅な短縮と新規設備投資に対する税額控除制の拡充が提唱された。減税総額

は355～ 365ド ルに達すると想定された。

このような減税が効果をもちうるのは、一般的に物価の安定した状況が前
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提でなければならなかった。これに反し、 「ロナル ド・レーガンが継承した

のは超インフレ経済だった」
9の から、減税の実施は困難を極めていた。加

えて 「減税に歩調を合わせて政府支出を削減することができず、とくに国防

費が急増した。また減税が期待されたほどには景気刺激効果をもたなかった

ため、連邦政府の債務と財政赤字が急増」
91)と いう逆の結果に導いたので

あった。一般的に「小さな政府」論の巧言そのものが、歴史的退行性を示す

ものであることを否定できなかったわけである。

さらに歳出低減の一環として、社会保障費の削減もすすめられた。大規模

な減税を可能にする最大の方法としての主要な課題と考えられ、民主党によ

ってすすめられてきた 「アメリカ型福祉国家に対して正面攻撃J92)をすす

めたのであった。その主張の根底には「福祉国家を膨張させては経済成長は

実現できない…まずそれを縮小させ、税金をカットする必要がある」
93)と

いう思想があったが、サッチャーについてみたような社会保障が労働者の怠

惰の大きな要因とするような考え方は、さほど前面に出ていない。本来、ア

メリカがイギリスほどには福祉国家化していなかったからであろう。

レーガンが次いで約束したのは、全般的な規制緩和であった。レーガンに

とっては、さきにも引用したように「最近は個人の意欲や企業の活力は高い

税金と政府の規制で窒息しているとみえる」
9° という思いがあった。した

がって、 「無用な政府の規制をできるだけ減らし、新たな規制を行なうため

の要件を厳格にすること」
95)を

すすめるというのであった。ただ、サッチ

ャーの場合とも異なって、当初は 「実質的な内容はほとんどなかったJり

ともいわれる。国営化や国有化も、アメリカの場合は、さほどすすんでいな

かったが、サプライサイダーズの影響も受けて、規制緩和が就任翌年からス

ター トした。

レーガンによってFCC(Federal Communications Commission)の 委

員長にマーク・ファウラーが任命されると、1981年 1月 には民間ラジオ放
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送の大部分の規制を撤廃し、 5月 にはラジオ免許更新申請の簡素化が導入さ

れている。同年 1月 の石油価格規制の臨時撤廃も、エネルギー規制の緩和で

もっとも成功したものといわれる。レーガンの任期一期目中に規制関係法の

うち大幅な改正として承認されたものに、バス規制改革法や海運法などがあ

つたもしかし、83年 8月 には「レーガン政権の規制面の成果」が発表されて、

規制緩和作業委員会 (ブ ッシュ副大統領が議長)は解散するにいたった。か

くして、 「いくつかの間接的な指標によれば、規制緩和のプログラムのおも

な効果は、新しい規制の増加割合を抑えたことだった」
9つ といわれるにと

どまったのであった。規制緩和は、掛声ほどにはすすまなかったわけで、ま

た石油価格規制の撤廃などが、負の面も否定できない結果をもたらすもので

あったことも関係していたいうべきであろう。

ここで、すでにしばしばふれてきたサプライサイダーズとレーガノミック

スの関係について、若千まとめて言及しておこう。1981年 にはサプライ ド・

エコノミックスという学派はなかったともいわれるが987、 レーガン自身に

よると、「80年の選挙キャンペーンの際、サプライサイド・エコノミックス (供

給重視経済学)と いう新語が流行した。私がこの理論を受け入れたと取りざ

たされ、数人の経済学者は自分がこの原理を考え出したのだと主張し、それ

をこの当時、私が経済再建計画の基礎として採用したのだというふうに説明

された。記録をきちんとさせるために言っておけば、これは事実ではない」
99

という。1990年 における回顧においてである。この回顧につづいて、レー

ガンはたとえば、減税論の根拠として、さきに引用した自己の俳優時代の高

額の税にふれるのである。つまり自己の政策の根拠は、サプライサイ ドなど

の経済学が先行したものではなく、自己の素朴な経験に発していたと述べて

いたのである。手柄顔にいう学者連に一矢報いたのかもしれない。しかしや

はり結果的にサプライサイダーズなどの理論に支えられていたことは否定で

きないであろう。
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そのサプライサイ ド・エコノミックスは、ジョン・ムースなどに発し、ロ

バー ト・ルーカスによって展開された理論で、その「アプローチの大前提と

なっているのは、人々は、現在までの状況ではなく、むしろ現在および期待

される将来の状況にもとづいて、入手可能なすべての情報を用いて、とるべ

き行動を決定するという考え方」
100)と

要約されうる。レーガン政権のケイ

ンズ嫌いと一致して、「需要を増加させることよりも供給サイ ドの施策を行

うことによって高い経済成長を達成する」
101)と いうプログラムに採用され

たのであった。したがって、マネタリス トとも少々異なって、マネタリス ト

の関心の中心たる「貨幣供給は総需要のもう一つの側面にすぎないから…正

解は、新たな商品の供給に向かう」
10"こ とにあるという。つまり物的資本

と人的資本の「二つが首尾よく組み合わされれば生産量を大幅に増大させる

ことができ、そこに経済成長が顕在することになる」
10の というのである。

供給サイ ドからの成長理論といいうるが、政策効果を否定的に考えながら、

減税政策には力が入る。連邦準備制度理事のL.E.グ ラムレイによれば、「サ

プライ・サイダーズを特徴づける三つの点として、第一に、労働意欲を高め

るための労働所得に対する減税、第二に、資本形成を促進し企業の生産性を

向上させるための企業減税、第二に、個人貯蓄を奨励するための利子・配当

所得に対する減税があげられるJ10° という。前述したラッファー曲線に依

拠した減税政策の推進に最大の特徴をみるのである。その単純さについては、

すでにふれたが、サプライサイダー的には「減税による税収の減少が、成長

率の上昇による税収増で十三分に払われる」
10° という確信が支えになって

いたのである。

これらの一連のレーガンの施策によって、その成果は、まずともかくもイ

ンフレが終焉に向かったことであった。就任後、早くも「GNPイ ンプリシ

ット・デフレーターの上昇率は、80年のピーク時に比べ [81年 には]約 6。 6

ポイント低下し、67年以来最低の水準となった」
100わ

けで、マネーサプラ
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イの伸びを大幅に低下させた
「
成果Jであった。慮1的な低下ではあった。し

かしその一方で、連邦支出は、さほど削減されなかった。一期目の実質連邦

支出lま 、年率3.7%の 伸び率にとどまったが、それは依然として実質2.4%の

伸び率を超えかていた。

またサプライサイダーズ的に求められた 「政府の拡大を抑えることによっ

てのみ経済成長を高めることができる」
1°のというレーガンの経済再建プロ

グラムも、就任時のマ′fナス5,3%か ら翌年にはマイナス1.2%の経済成長を

みたにととまった。これらの遅々たる「成果Jの背景にはレーガンのいま一

つの公約たる「強いアメリカ1の実現構想が、自己矛盾化ヒノて介在していた。

「強いアメ |_リ カJは、当時、ソ連の軍事力強化とりわけ、そのアフガン侵

攻という情況にも左右されていたから、当然のように軍事力の強化となって

あらわれてきた。レーガンは82年 1月 の 「一般教書」において、 「国家の安

全保障を維持するためには、われわれの軍事力を強化するための相当に大き

な計画に着手することが必要」
10釣 と説いた。 「『小さな政府』を目標とす

る全般的な財政り1締 めの中で国防費だけが持続的に増大」
1り しつづけたの

であったが、こ釣点につしヽては、「マネタリス トも合理的期待形成学派も一

切批判しようとしていない」
il。)と いうわけである。この傾向こそは、レー

ガン以降も主として共和党政権によって維持されてもいくものともなったわ

けである。財政支出も国際収支も、その赤字を克服しえない状態が持続し、

徒に金融操作に依存しつづけていく連邦φ体質は、一向に改善されることは

なかったのである。したがって、まさにこのような浮薄な政策が、果たして

日本が模倣すべき規範であるとしヽいス_よ うか。さらに後述する検討の必要を

求められるところである。

(2)自 由放任の終焉

サッチャーからレーガンにいたるマネタリズム (≒ サプライサイダーズ)
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の影響下にすすめられた 「小さな政府」化の流れを概観 してきたが、それ ら

は英米 2国 にとどまらず、世界的に蔓延 しはじめ、その採用については、も

っとも無縁なはずの日本も、その流れに追随していくことになる。これらの

点をふくめて、この潮流の批判的な検討がなされるべきであるが、この点は、

後章においてあらためて扱うこととし、ここでは以上の路線の退行性を、ま

ずケインズの「自由放任の終焉」の検証をつうじて、検討しておきたい。

ケインズが『自由放任の終焉』を小冊子 として出版 したのは、すでに

1926年 7月 であったが、そのもとになったのIま、24年 11月 のイ・ックスフォ

ー ドでの記念講演と26年 6月 のベル リン大学での講義であった。ここでは

1924年の発想になるものとしておく。ケインズによね́ば、自由貿易主義者

であったアダム・スミスやリカー ドゥ、マルサスなどは、自由放任という言

葉は用いていないのであり、明確に記述されたのは、1773年に執筆された

ベンサムの『政治経済学綱要』においてであ 1っ たとしている。そこでは F一

般的な原則 )ま、政府は伸J事 もなしてはならないし、企ててもならないという

ことである」
l11)と

述べられ′たという。

このケインズの自由放任に対する説明は、自由放任が基本的に経済学の原

理として 一貫性を有するものではないことを、あらかじめ前提にしているこ

とを予測させる。ケインズによれば、「自由放任の教義は王制と社会を打倒

する為に、17、 18世紀に考え出さオ1ノた政治哲学である。J ll静 とし`うことで、

歴史性をもつものであることは、いうまでもないが、そポtは一方では、 「見

えぎる神の手」に委ねた市場の原理の異なった一表現でもあったことが、そ

こでは忘れられているか、無視されている。それは初期資本主義にとっては

不可欠の原理であり、その時期に固有の資本蓄積様式の一表現でもあった。

ただ、ケインズがこの関係をまったく忘却していたとは思えない。先の引

用につづいて、自由放任の教義は「いまや赤ん坊のため釣ミルクと化し、文

字どおり育児書におさまって lノ まつたJ l13)と 、書き足しており、教義の通
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用する時期が過ぎたととれる表現である。しかし、それは歴史的視点からの

ものか、原理そのものの問題なのかが明らかではない。そのさい、ケインズ

の念頭にあったことの一つは、第一次大戦中の変化であった。彼はこの戦時

統制を評価していて、 「第一次世界戦争遂行のような、社会活動の大幅な中

央集権化へのもっとも注目すべき逸脱も、改革者たちを奮起させたり、旧来

の偏見を一掃したりすることにはならなかった。…社会化された生産組織に

返したいと欲する若干の改革者に近い観察者も現われてきた。戦時社会主義が、

これまでの平和時にはまったく見られなかったほどの大規模な富の生産を達

成したことは、疑うべくもない」
Hの というのである。

この第一次大戦期の変化への評価は、たしかに一定の意義をもっている。

戦時というきわめて異常な時期に国家の介入によって、生産の拡充が実現し

たことは、紛れもない事実であり、国家の介入を徒に排除してきた資本主義

にとっては、一定の「教訓」を示唆するものではあった。しかし、その体験

を一般化して、とくに「中央集権化」の視点からモデル化することは妥当で

はない。国家の介入を許容したという歴史的経験が、その後のケインジアン

的処方箋を受容しやすい環境を醸し出したことのみを評価するにとどめるべ

きであった。ましてや、そね′を「戦時社会主義」などととったところから、

多くの誤解を生じ、後述するようなフリー ドマンらの格好の攻撃目標となっ

たのである。

それは措くとして、ケィンズが、このような国家の経済への介入に注目し

たことは、資本主義の未来に警鐘を強打したものであった。ケインズの場合

には原理的次元にとどまるようであるが、「世界は私的利益と社会的利益と

がつねに一致するように、天上から統治されてはいない」
HDというのは、

現代資本主義への倫理的警鐘である。ケインズは 「啓発された利己心が、つ

ねに公益のために作用されるというのは、経済学の諸原理から正しく演繹さ

れたものではない」
110と

考えていた。
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そこであらためて国家の役割が問われる。富の不平等・失業などの経済悪

の「治療法は、個人の手の届かないところにある」
117)と

、ヶィンズは考え

ていたから、国家の「なすべきことでもっとも重要なのは、私的な諸個人が

すでに遂行しつつあるような活動に関係しているのではなく、個人の活動範

囲外に属する諸機能や、国家以外に誰ひとりとして実行することのないよう

な諸決定に関係している」
HDこ

とにあるということになる。不確実性や無

知からの解放を、情報機能などを唯一備えている国家に期待したのであった。

このような国家の役割への言及も、やはり原理的思索の領域での提言に、な

おとどまっていたことになる。

しかし、 「資本主義が賢明に管理されるかぎり、おそらく、経済的目的を

達成するうえで、今までに見 られたどのような代替的システムにもまして効

率的なものにすることができる」
119と

、ケインズがいうとき、資本主義の

歴史性への思考に、かなり接近していたことになる。この洞察に対比すれば、

自由放任の過去に回帰し、フリー ドマンらから発して新自由主義者へという

一連の流れのように、「政府の仕事は市場における交換のルールを定め、市場

をできるだけ競争的に保ち、市場の失敗を是正することに限定される」
121)と

か、

「経済を安定させるために政府がとる政策は、むしろ邪魔にさえなる」
122)な

どといった理解の軽薄さは、いうを待たないであろう。

以上のような時代の要請へのケインズの洞察に符牒を合わせるかのように、

1929年恐慌のあと、30年代にニューディールがすすめられるのであるが、

それをも、フリードマンのように、「あの大恐慌は政府の失敗によってこそ

発生させられたもの」
12め 、とし、ニューディールを否定しつづけるのは、

アナクロニズムというものであろう。政府の失敗をいうなら、なす術を知ら

ず旧態依然の策に拘泥していたフーバー政府の無能についていうべきであって、

ニューディールに責を帰するのは、見当外れというべきものであろう。フリ

ードマンは「ルーズベル トのアドバイザーたちは、大恐慌を資本主義の失敗
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と考え、政府による積極的な介入、とりわけ中央政府による積極的な介入こ

そが、適切な救済策である」
124)と

、非難がましくニューディールを攻撃し

つづけたが、この国家の介入なしに大恐慌からの脱却が可能であったとでも

錯覚しつづけたのであろうか。フリー ドマンは「貴族主義に対すそ,信奉者と、

社会主義に対する信奉者とは、どちらも中央集権的支配を信奉しているJ129と、

奇妙な錯覚を 「信奉」しつづけたのである。

ケインズが1924年 という大恐慌の 5年 も前に自由放任の時代が去ったこ

とを強調したのは,ま さに先見の明というべきものであった。ケインズ理論

がハーベイロードの論理といわれるエリー ト集団の薫りを漂わせていたことを、

単純に「貴族主義」などと錯覚し、反発を煽ってきた影響は、その後、すで

にみてきたように、サッチャーやレーガンに「信奉」されることよって 「小

さな政府Jへの志向となって、世界に奇妙な縮み志向をもたらしたのだから

罪深いものといいたい。ケインズが1924年 に「われわれは、もうすでに曲

が新しく変わっているのに、今でもまだその曲に合わせて踊ろうとさえして

いない。しかし変化は支配的となりつつある」
120と 、警告していたことを

再考すべきであろう。演奏の終わっている曲のレコー ドの針を元に戻そうと

する強引な努力は、いかにも空しいものなのである。
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